
（平成23年３月31日現在）

（単位：百万円）

科　目 科　目

　　（資産の部） 　　（負債の部）

流  動  資  産 7,593 流  動  負  債 4,624

　  現金及び預金 17 　　買掛金 1,898

　  売掛金 5,343 　　短期借入金 1,798

　  商品及び製品 2,121 　　リース債務 1

　　原材料及び貯蔵品 1 　　資産除去債務 3

　　前払費用 1 　　未払金 838

　　繰延税金資産 59 　　未払費用 62

　　未収入金 8 　　未払法人税等 15

　　その他の流動資産 46 　　預り金 4

　　貸倒引当金 △   6 　　その他の流動負債 0

固  定  資  産 1,335 固  定  負  債 2,362

　有形固定資産 178 　　長期借入金 2,290

　　建物 127 　　リース債務 6

　　構築物 0 　　その他の固定負債 65

　　機械装置 22 負   債   合   計 6,986

　　車輌運搬具 0

　　工具器具備品 3 　　（純資産の部）

　　土地 15 株　主　資　本 1,949

　　リース資産 7 　資本金 1,000

　無形固定資産 98 　資本剰余金 661

　　ソフトウェア 97     資本準備金 661

　　その他の無形固定資産 0 　利益剰余金 287

　投資その他の資産 1,059     その他利益剰余金 287

　　投資有価証券 79     　繰越利益剰余金 287

　　関係会社株式 953 評価・換算差額等 △   6

　　出資金 0 　その他有価証券評価差額金 △   6

　　長期前払費用 2 純　資　産　合　計 1,942

　　繰延税金資産 4

　　その他の投資等 19

資産合計 8,929 負債・純資産合計 8,929

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

貸借対照表
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災 害 損 失

経 常 利 益

固 定 資 産 処 分 損

特 別 損 失

特 別 利 益

本 社 移 転 費 用

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 利 益

科 目 金 額

損益計算書
（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

売 上 高

売 上 原 価

雑 収 益

支 払 利 息

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

外 国 為 替 差 損

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

雑 損 失



  

  

個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法  

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

① 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。） 

② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定してお

ります。） 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く。）については定額法によっております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

(3) リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうちリース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借契約

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．外貨建の資産･負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

６．引当金の計上基準 

貸倒引当金は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

７．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

８．会計方針の変更 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用しており

ます。 

 これによる営業利益、経常利益、及び税引前当期純利益への影響は軽微であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

  

貸借対照表に関する注記 

１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

  現金及び預金          10百万円 

投資有価証券          6百万円 

計             16百万円 

担保付債務は次のとおりであります。 

  買掛金                5百万円 

親会社の長期借入金      12,853百万円 

  計           12,858百万円 

２．有形固定資産の減価償却累計額        138百万円 

３．関係会社に対する金銭債権・債務 

短期金銭債権                      202百万円 

短期金銭債務                    2,367百万円 

長期金銭債務                    2,290百万円 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、未払費用計上した賞与支給見込額等であります。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額     48,561円50銭 

２．１株当たり当期純利益金額   7,195円90銭 
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